
生駒市規則第８号 

生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例施行規則をここに公布

する。 

平成２３年３月２９日 

生駒市長 山下 真 

 

生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例（

平成２３年３月生駒市条例第６号。以下「条例」という｡)の施行に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（支援対象経費） 

第２条 条例第４条の規則で定めるものは、別表に定める経費とする。 

（市民活動団体の登録の申請） 

第３条 条例第５条第１項の規定による登録を受けようとする市民活動団体は、

生駒市市民活動団体支援制度登録申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

(1) 団体概要調書（様式第２号） 

 (2) 規約、会則、定款等及び団体構成員の名簿の写し 

 (3) 支援対象事業に係る事業計画書（様式第３号） 

 (4) 支援対象事業に係る収支予算書（様式第４号） 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

（市民活動団体の登録の決定等） 

第４条 市長は、前条の規定による登録の申請（以下「登録申請」という｡)があ

ったときは、条例第５条第２項の規定による生駒市市民活動団体支援制度審査



会の審査を経た上で、支援対象事業を行う市民活動団体として登録するか否か

を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により登録するか否かを決定したときは、その旨を登録

申請を行った市民活動団体に対して通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により登録することを決定したときは、生駒市市民活

動団体支援制度登録申請書及びその添付書類（団体構成員の名簿の写しを除

く｡)の原本又は写しを公表するものとする。 

（支援対象登録団体の選択等に係る届出の方法） 

第５条 条例第６条第１項の規定による届出は、市長が指定する場所への持参又

は送付により、支援対象登録団体選択等届出書（様式第５号）を市長に提出し

て行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例第６条第１項の規定による届出は、インター

ネットを利用して次に掲げる事項を市長が指定するサーバに送信することによ

り行うことができる。 

(1) 住所 

(2) 氏名 

(3) 生年月日 

(4) 電話番号 

(5) 電子メールアドレス 

(6) 支援対象登録団体を選択する場合にあっては、当該支援対象登録団体の

団体番号（前条第３項の規定による公表をする際に各支援対象登録団体に付

する番号をいう｡) 

(7) 条例第１２条第１項の生駒市市民活動支援基金（以下「基金」という｡)

への積立てを指定する場合にあっては、その旨の意思表示 

（届出結果の公表） 



第６条 市長は、条例第６条第１項の規定による届出の受付を終了したときは、

その結果を集計し、次に掲げる事項を公表するものとする。 

(1) 各支援対象登録団体の名称 

(2) 各支援対象事業の名称及び内容 

(3) 各支援対象登録団体を選択した１８歳以上の市民の数 

(4) 各支援対象登録団体に係る団体ごとの個人支援額を積算した額 

(5) 各支援対象登録団体に係る交付を希望する支援金の額及び支援金の交付

予定額 

(6) 基金への積立てを指定した１８歳以上の市民の数 

(7) 基金への積立てを指定した１８歳以上の市民の市民１人当たり支援額の

合計額 

（登録申請の内容の変更等） 

第７条 支援対象登録団体は、前条の規定による公表が行われた日の翌日から起

算して１４日以内に、支援対象経費を減ずる変更を伴う登録申請の内容の変更

を申請することができる。 

２ 前項の規定による変更の申請は、生駒市市民活動団体支援制度登録申請内容

変更承認申請書（様式第６号）に、変更後の内容を記載した支援対象事業に係

る事業計画書及び支援対象事業に係る収支予算書を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

３ 市長は、第１項の規定による変更の申請があったときは、速やかに、生駒市

市民活動団体支援制度審査会（以下「審査会」という｡)の審査を経た上で、当

該変更の申請の全部又は一部の承認をするか否かを決定し、当該変更の申請を

した支援対象登録団体に通知するものとする。 

（登録申請の取下げ等） 

第８条 支援対象登録団体は、登録申請の取下げをしようとするときは、第６条



の規定による公表が行われた日の翌日から起算して１４日以内に、生駒市市民

活動団体支援制度登録申請取下届（様式第７号）により、その旨を市長に届け

出なければならない。この場合において、市長は、次条第３項の規定による公

表に合わせて、取下げの届出があった旨を公表するものとする。 

（交付決定等） 

第９条 市長は、第７条第１項及び前条に規定する期間を経過したとき（第７条

第１項の規定による変更の申請があったときは、同条第３項の規定による通知

を行ったとき）は、速やかに、条例第８条の規定による交付の決定（以下「交

付決定」という｡)をするものとする。 

２ 市長は、交付決定をする場合において、支援金の交付の目的を達成するため

必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

３ 市長は、交付決定をしたときは、速やかに、その内容及びこれに条件を付し

た場合にはその条件を、交付決定をした支援対象登録団体（以下「支援決定団

体」という｡)に通知するとともに、次に掲げる事項を公表するものとする。 

(1) 各支援決定団体の名称 

(2) 各支援対象事業の名称及びその内容 

(3) 各支援決定団体に係る交付を希望する支援金の額及び交付決定の額 

（交付決定前の事業着手） 

第１０条 登録申請を行おうとする市民活動団体は、支援対象事業の効果的な実

施を図るためその他やむを得ない事情により交付決定前に当該事業に着手する

場合は、当該登録申請の際に市長に届け出なければならない。 

（支援対象事業の遂行） 

第１１条 支援決定団体は、交付決定の内容及びこれに付した条件並びに次条の

規定による市長の指示に従い、支援対象事業を行わなければならず、支援金を

他の用途に使用してはならない。 



（支援対象事業の遂行の指示） 

第１２条 市長は、支援対象事業が交付決定の内容又はこれに付した条件に従っ

て遂行されていないと認めるときは、支援決定団体に対し、これらに従って当

該支援対象事業を遂行すべきことを指示することができる。 

（実績報告書等の提出） 

第１３条 条例第９条第１項の規定による実績報告（以下「実績報告」という｡)

は、支援対象事業に係る実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添付し

て市長に提出することにより行わなければならない。 

 (1) 支援対象事業に係る収支決算書（様式第９号） 

 (2) その他市長が必要と認める書類 

（支援金の額の確定） 

第１４条 市長は、実績報告があったときは、当該実績報告の内容が交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、審査会の

審査を経た上で、適合すると認めるときは、交付すべき支援金の額を確定し、

その旨を当該実績報告を行った支援決定団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付すべき支援金の額を確定したときは、支援対

象事業に係る実績報告書及びその添付書類の原本又は写し並びに次に掲げる事

項を公表するものとする。 

(1) 各支援決定団体の名称 

(2) 各支援決定団体に係る支援金の交付決定の額及び確定した額 

（交付の時期等） 

第１５条 支援金は、前条第１項の規定により確定した額を支援対象事業の終了

後に交付するものとする。ただし、支援対象事業の性質上その事業の終了前に

交付することが適当と認めるときは、交付決定の額の２分の１に相当する額以

内の額を事前に交付することができる。 



（交付の請求） 

第１６条 第１４条第１項の規定による通知を受けた支援決定団体は、支援金の

交付を受けようとするときは、交付請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、前条ただし書の規定により支援金の交付を受けようとする場

合に準用する。 

（交付決定の取消し） 

第１７条 市長は、支援決定団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、支

援金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽り又は不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

(2) 支援金を他の用途に使用したとき。 

(3) 支援対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

(4) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(5) 条例第２条第２号に規定する要件を満たさなくなったとき。 

(6) 支援対象事業が条例第３条第１項に規定する要件を満たさなくなったと

き。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、条例又はこの規則の規定に違反したとき。 

２ 市長は、天災その他交付決定後に生じた、又は判明した事情により支援金を

交付することが適当でないと認めるときは、支援金の交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

３ 前２項の規定は、第１４条第１項の規定による支援金の額の確定があった後

においても適用するものとする。 

４ 市長は、第１項及び第２項の規定により交付決定の取消しをしたときは、速

やかに当該取消しをした支援決定団体に対して通知するものとする。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定により交付決定の取消しをするときは、当

該取消しをした支援決定団体に対してその理由を示さなければならない。 



（支援金の返還） 

第１８条 市長は、支援金の交付決定を取り消した場合において、支援対象事業

の当該取消しに係る部分に関し、既に支援金が交付されているときは、期限を

定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、支援決定団体に交付すべき支援金の額を確定した場合において、既

にその額を超える支援金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を

命ずるものとする。 

（市民活動団体支援制度審査会） 

第１９条 審査会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

５ 審査会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

６ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

７ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

８ 条例第１１条第１項の規則で定める事項は、第７条第３項の審査とする。 

（施行の細目） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 



別表（第２条関係） 

費 目 対象となる経費 

賃金 支援対象事業を行うために必要不可欠な人件費に限る。 

報償費 講師謝礼、調査研究の報償費その他これらに類するもの 

旅費 交通費、通行料その他これらに類するもの 

消耗品費 事務用品の購入費その他これらに類するもの 

食糧費 支援対象事業を行うために必要不可欠な食糧費に限る。 

燃料費 支援対象事業を行うために必要な車両のガソリン代等 

印刷製本費 
パンフレット、ポスター等の印刷費、コピー代その他これら

に類するもの 

通信運搬費 
郵便料、振込手数料その他これらに類するもの（団体の構成

員間の連絡等に要した費用を除く｡) 

保険料 ボランティア保険料等 

委託料 
団体では対応できない専門的な技術、知識等を要する場合に

おける委託料（支援対象事業の全てを委託する場合は不可） 

使 用 料 及 び

賃借料 

会場使用料及び車両、機械等の賃借料その他これらに類する

もの（団体の構成員間の使用及び賃借に要した費用は除く｡) 

原材料費 加工用又は工事用の原材料、食材等 

備品費 支援対象事業を行うために必要不可欠な備品費に限る。 

その他 上記以外の経費で市長が適当と認めるもの 

 

 

 

 



様 式 第 １ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

生 駒 市 市 民 活 動 団 体 支 援 制 度 登 録 申 請 書  

年   月   日   

生駒市長     殿  

申 請 者   所 在 地  

団 体 名                

代 表 者 氏 名         ○印  

電 話 番 号  

 

 生 駒 市 民 が 選 択 す る 市 民 活 動 に 対 す る 支 援 に 関 す る 条 例 第 ５ 条 の

規 定 に よ る 登 録 を 受 け た い の で 、関 係 書 類 を 添 え て 下 記 の と お り 申 請

し ま す 。  

記  
 
１  事 業 の 名 称  

 

 

２  事 業 の 分 野 （ 主 た る 分 野 を １ つ 選 択 し 、 ○ で 囲 ん で く だ さ い ）  

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  支 援 金 希 望 額                円  

  

事 業 に 要 す る 経 費            円  

事 業 に 要 す る 経 費 の う ち 対 象 と な る 経 費            円  

事 業 に よ っ て 得 ら れ る 収 入            円  

支 援 金 希 望 額            円  

 

保健・医療・福祉     社会教育       まちづくり 

文化・芸術・スポーツ   環境の保全      災害救援  

地域安全         人権・平和      国際協力      

男女共同参画       子どもの健全育成   情報化社会     

科学技術         経済活動       職業能力・雇用機会  

消費者の保護       ＮＰＯ支援 

その他（        ） 



様 式 第 ２ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

団 体 概 要 調 書  

団 体 名   

 

専 用 事 務 所  ・ 住 居 と 兼 用  ・ そ の 他 （      ） 
市 内 事 務 所  

の 所 在 地  

電 話 番 号   F A X   

代 表 者 氏 名   

設 立 年 月  年   月  
主 な 活  

動 地 域  
 

会 報 等 の 発 行  有 (  回 発 行 )・ 無  会 員 数   

メールアドレス  

ホ ー ム ペ ー ジ   

団 体 の 目 的  

 

 

主 な 事 業 内 容  

 

 

主な活動の実績 

 

 

 

□ 有   市 か ら 受 け て
い る 他 の 補 助

金 等  

□ 無  



様 式 第 ３ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

支 援 対 象 事 業 に 係 る 事 業 計 画 書  

団体名  

事業の名称  

事業の目的 

及び効果 

 

 

事業のアピール 

 

主な対象者  

事業実施期間  

□有 

（その理由） 

 交付決定前の 
事業着手 

□無  

事業実施場所  

事業スケジュール 

時期

(月) 

内容 

実施体制  



様 式 第 ４ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

支 援 対 象 事 業 に 係 る 収 支 予 算 書  

団  体  名                          

事 業 の 名 称                          

１  収 入                      （ 単 位 ： 円 ） 

項 目  金 額  説 明 （ 積 算 等 ）  

   

   

   

   

合 計    

 

２  支 出                      （ 単 位 ： 円 ） 

項 目  金 額  説 明 （ 積 算 等 ）  

   

   

   

   

   

   

合 計    

 

 



様式第５号（第５条関係）  

支援対象登録団体選択等届出書  

年   月   日  

□支援したい団体を選択する。   □基金に積み立てることを指定する。  

団体番号         番         番         番  

（注）３団体以内で選択してください。 

住  所  

フリガナ 

氏  名 

（自署） 

 

 

生年月日         年     月    日 

電話番号  

 

 

 

 



様 式 第 ６ 号 （ 第 ７ 条 関 係 ）  

生 駒 市 市 民 活 動 団 体 支 援 制 度 登 録 申 請 内 容 変 更 承 認 申 請 書  

年   月   日   

生 駒 市 長     殿  

申 請 者   所 在 地  

団 体 名                

代 表 者 氏 名         ○印  

電 話 番 号  

 

 

年  月  日 付 け  第   号を も っ て 登 録 決 定 を 受 け た 生 駒 市 市 民

活 動 団 体 支 援 制 度 登 録 申 請 の 内 容 に つ い て 、下 記 の と お り 変 更 の 承 認

を 受 け た い の で 関 係 書 類 を 添 え て 申 請 し ま す 。  

記  

１  事 業 の 名 称  

２  変 更 の 理 由  

３  変 更 の 概 要  

４  変 更 後 の 対 象 経 費 の 合 計             円  

５  変 更 後 の 支 援 金 希 望 額              円  



様 式 第 ７ 号 （ 第 ８ 条 関 係 ）  

生 駒 市 市 民 活 動 団 体 支 援 制 度 登 録 申 請 取 下 届  

年   月   日   

生 駒 市 長     殿  

申 請 者   所 在 地  

団 体 名                

代 表 者 氏 名         ○印  

電 話 番 号  

 

 

 年  月  日 付 け  第   号を も っ て 登 録 決 定 を 受 け た 生 駒 市 市 民 活

動 団 体 支 援 制 度 登 録 申 請 に つ い て 、下 記 の と お り 取 り 下 げ た い の で 届

け 出 ま す 。  

記  

１  事 業 の 名 称  

２  取 下 げ の 理 由  

  

 

 



様 式 第 ８ 号 （ 第 １ ３ 条 関 係 ）  

支 援 対 象 事 業 に 係 る 実 績 報 告 書  

 年   月   日   

生 駒 市 長     殿  

申 請 者   所 在 地  

団 体 名                

代 表 者 氏 名         ○印  

電 話 番 号  

 

 年  月  日 付 け  第   号を も っ て 交 付 決 定 の あ っ た 支 援 対 象 事 業

に 係 る 実 績 報 告 に つ い て 、関 係 書 類 を 添 え て 下 記 の と お り 報 告 し ま す 。 

記  

１  事 業 の 名 称  

２  事 業 の 完 了 年 月 日           年    月    日  

３  支 援 金 の 交 付 決 定 額                  円  

４  支 援 金 の 既 交 付 金 額                  円  

５  事 業 の 経 費 精 算 額                   円  



様 式 第 ９ 号 （ 第 １ ３ 条 関 係 ）  

支 援 対 象 事 業 に 係 る 収 支 決 算 書  

 団  体  名                               

事 業 の 名 称                          

１  収 入                                      （ 単 位 ： 円 ）  

項 目  金 額  説 明 （ 積 算 等 ）  

   

   

   

   

合 計    

 

２  支 出                                       （ 単 位 ： 円 ） 

項 目  金 額  説 明 （ 積 算 等 ）  

   

   

   

合 計    

  

 




